


















































































































































































































内訳 支 払 隈 度 額
改定年月 死
亡1 傷 害 後遺障害
44．11 万円 万円 万円万円級級500 50
， 19～500（14～1）
























































































区分 発生件数 死者数 負傷者数
























50 747 213 12，217 287





















































































































































































































年 指数① 　　　　≡指数②指数③指数④ 対目1」年指数①指数②指数③指数④対前年比 比
μ 100．O 一 一 一 5．4一100．O 一 一 ■ 15．845 107．6 ?? 一 一 7．6 116．5 一 一 一 16．546 114．2 一 一 6．1 133．3 一 一 一 14．547 119．3 一 ?? 一 4．5 154．6 一 ?? ??16．O48 133．3100．O ??11．7188．O100．0 21．649 ユ65．9ユ24．4 一 24．4239．O127．1 一 一 27．150 工85．5139．100．O 一 11．8一274．3145．9100．O ■ 14．851 202．8152．109．3 ?? 9．3 308．8164．3112．6 一 工2．652 219．164．3118．1 8．O 334．9■178．2122．1 一 8．553 227．5170．3122．6100．03．8 356．6189．7130．0100．06．5
1　54235．6176，7127，O103．63．6 377，9201，137．8106．06．O1　55」　　　56 254．5190．8137．2111．98．0一 401．6r213．7　　　■422．91225．0　　　■441．81235．0146．4112．66．3
266，9200．2143．9117．34．9 154．2118．65．357 274．0205．5147．7120．52．7： 161．123．94．5

















































































支払件数 葦度毘1 平均支払 対前 支払件数 対前 平均支払 対前年度 保険金 年度比 年度比 保険金 年度比
50 11，143 ＾ 12，215 一 511，289■ 333 一
51 9．902△11．1 12，691 3．9 516，4581．0 3似 3．3
52 9，999 1，O 13，853 9，2 554，8477．4 365 6．1
53 9，609△3．91　。。r 15，673 ユ3．1 568，3382．4 393 7．7
54 9，844 ユ6，130 2．9 613，μO 7．9 404 2．8
，
55 9，578△2．7 16，539 2．5 639，2154．2 405 O．2
56 10，129 5．8 16，878 2．O 723，964ユ3．3 413 2．O
’





支払件数 対前」平均支払年度比：保険金 対　圓1』支払件数 翠度留支払保険金対　則年度 年度比 年度比
（百万円）




54 54，043 3，161△2．2 677，3278，2 577，3099．1
55 60，007 11．0 3，243 2．6 708，8004．6 612，1396，O
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単年度蚊支 累積収支年度 ■昭59年資料1差 ■昭58年資料 昭58年資料昭59年資料差
≡
■
昭53 △260△314■ 54 3，997 3，886 11154 △493△55461 3，483 3，332 15155 △529△803274 2，955 2，529 42656 △829△1，320 491 2，126 1，209 91757 △868　　　■△1・729r 861 1，258△5201，77858 △1，111△2．0631　952147 △2，5842，731
























































事 項 53．　7．　1 60．　4．15 引上げ額 引上げ率
死 死 亡 2，OOO万円 2，500万円 500万円 25．0％
亡 死亡に至るまでの傷害 120 120 O 0
傷
害 120 120 O O
1　級 2，O00万円 2，500万円 500万円 25．O％
2　級 1，776 2，186 410 23．1
3　級 1，567 ユ，898 331 21．24　級 1．273 1．6R7 ％4 1q．2
後
遺
障
害
56
7
89
10
11
12
13
14
3
1．179
1．000
　836
　672
　522
　403
　299
　209
　134
　75
3
1．383
1．154
　949
　750
　572
　434
　316
　217
　137
　75
264
204
154
113
78
50
31
17
　8
　3
　0
9，
17，3
15．4
ユ3，5
11．5
9．6
7．7
5．8
3．8
1．9
0．0
（注）改定後の保険金額は，昭和60年4月15日以後に発生Lた事赦について適用される。
　　　　　　　　　　　仮渡金の金額の改定
1．
2、
事　　　　項
死　　　亡
次の傷害を受けた者
　脊柱の骨折で脊髄を損傷したと認められる症状を
　有する老
　上腕叉は前腕の骨折で合併症を有するもの
　大腿叉は下腿の骨折
　内臓の破裂で腹膜炎を併発したもの
53．　7，　1　60．　4．15
160万円　200万円
　40万円　据え置き
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ホ　14日以上病院に入院することを要する傷害で，医
　節の治療を要する期問が30目以上のもの
　次の傷害（前号イからホまでに掲げる傷書を除く。）　　20万円　据え置き
　を受けた老
イ　脊柱の骨折
目　上腕叉は前腕の骨折
ハ　内臓の破裂
二　病院に入院することを要する傷害で，医師の治療
　　を要する期間が30目以上のもの
ホ　14日以上病院に入院することを要する傷害
　ユユ目以上医師の治療を要する傷害（第2号イからホ　　5万円　据え置き
　まで及び前号イからホまでに掲げる傷害を除く。）
　を受けた老
（出典）　自動車保険ジャーナル第590号。
　5－2料率関係
　①一般会計に繰り入れられている額（2，560億円）を含め，昭和59年度末に
おいて自賠責再保険特別勘定および損害保険会杜に留保されている累積運用益
の合計（予定額）約6，570億円について，全額を昭和60契約年度から昭和64契
約年度までの5年間にわたる保険収支の改善にあて，もって料率の引き上げ幅
を圧縮する。
　②このように，累積運用益を全額活用した上での今回の料率の引き上げ幅は，
平均で約29％とするのが適当である。胸
　③杜費の引き上げ幅は平均で約19．3劣とし，代理店手数料は現行の1，200円
を1，300円にするのが適当である（8．3％up）。
注⑱　ここでいう約29％というのはあくまでも全車種の平均値で，実際には次表に見る
　　とおり，車種によっては85劣近いアヅブ率とされたもの（軽自動軍，小型二輸車な
　　ど）もある。これは，従来から審議会等において指摘されていた，車種問での損害
　　率の差の反映であり，この改定により，従来存在した車種による負担の不公平は，
　　相当程度是正されたものと見てよい。
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車　　種
　　　　自賠責保険
車種別改定営業保険料（本土用）
保険期間
乗合自動車及び営業用けん引旅客自動車自家用A
　　　　　　　　　　　　　B営業用乗用自動車　　　　　　　　　　　　　C
自家用乗用自動車普び自営
通け動業
貨ん車用
物引
自普動通　自
車貨家及物用
最大積載量が2トソを超え一
るもの
最犬積載量が2トソ以下の
もの
最大積載量が2トソを超え
るもの
最大積載量が2トソ以下の
もの
小型貨物自動車及び営業用けん引小型貨物自動車　自家用
小型二輸自動車軽　　自　動　　車 検査対象車検査対象外車
原　動　機　付　自　転　車
犬型特殊自動車及び小型特殊自動車
緊　　急　　　自 動　　車
商自（イ）三輸以上の自動車　　（口）小型二輸自動車動・　　　　　　　　　検査対象車品車ω軽自動車検査対象外車■
特自
種
　動用
途車
（イ）霊きゅう自動車（口）教習用自動車ωa三輸以上の自動車そb小型二輸自動章窟・軽自動車r欝轟
被げん引旅客自動車，被けん引普通貨
物自動車，被けん引小型貨物自動車，
被げん引大型特殊自動車，被けん引小
型特殊自動車，被げん引特種用途自動
車及び検査対象被げん引軽自動車
検査対象外被げん引軽自動車
36か月
契約
59，050
35，650
35，600
14，500
35，600
4，500
24か月
契約
41，850
62，450
25，800
25，800
11，350
19，050
13，650
15，600
15，600
68，700
25，800
25，800
25，800
4，500
4，500
12か月
契約
82，350
39，100
140，600
111，600
84，850
34，550
23，650
105，550
71，550
71，750
46，500
37，450
20，550
34，250
15，400
15，400
8，000
11，950
9，200
9，250
7，200
7，200
7，200
10，200
10，200
37，450
15，400
15，400
15，400
4，500
引上額
（単位：円）
；：蓋1i
37，150
29，500
22，500
9，250
5，000■
13，650
9，300
4，150
2，850
4，900
1，500
9，200
7，050
7，050
2，700
1，250
1，050
1，OOO
2，200
2，200
2，200
1，ユ50
1，150
3，300．
7，050
7，050
7，050
。6、。1
4．5001　1・650　．
引上率
9．1％
9．5
35．9
35．9
36．1
36．6
26．8
14．9
14．9
6．1
6，5
15．1
7，9
36．7
84．4
84．4
50，0
11．7
12．9
12，1
44．O
44．O
44．O
12．7
12．7
9．7
84．4
84．4
84．4
57．9
57．9
???? ?????
（注）営業用乗用自動車の車種欄におけるA．B，C，D区分の内訳は路
（出奥）　自動車保険ジャーナル591号。
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　5－3改善すべき点
　①医療費支払の適正化
　自動車保険料率算定会および日本損害保険協会において，日本医師会の協力
を得つつ医療費統計等を参考に自賠責保険についての診療報酬基準案を作成し，
医療機関等の医療費請求および自動車保険料率算定会調査事務所等での医療費
調査の基準とするなどの対策を講じること。
　②後遺障害の認定
　軽度の神経系統の障害の認定方法を開発するための調査研究を捷進する（特
に，医療機器による認定の有効性を調査研究L，その有効性が高いと認められ
る場合には，その導入を積極的に図る）などの対策を講じること。
　③審議会の定期的開催
　今後は自賠責審議会を定期的に開催L，事務局より自賠責保険の収支状況・
医療費支払および後遺障害認定の対策の実施状況その他自賠責保険制度の当面
する諸間題について報告を受げ，これらについて審議を行うこと。
VI答申内容についての評価
　6－149％が29％へ
　昭和59年10月22目の大蔵大臣からの諮問では平均50％弱とされていた自賠責
保険料率の引き上げ幅が，最終的に平均で約29劣に圧縮されたのをどう評価す
るかである。この点については，関係当局・損保業界にとり予定どおりの圧縮で，
これら関係筋は最初から29％程度の引き上げを意図Lており，そのためわざわ
ざ圧縮幅を見込んであらかじめ大幅なアップ率を提示したのだとの，うがった
意見も灰聞する。ωそのような憶測はさておき，もしも前述したような自工会
を中心とLたあの激越な反対運動がなかったとしたら，料率のアップ幅も案外
犬蔵大臣の諮間案どおり50％近いものになった可能性もなくはない。その意味
　工20
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では，50劣弱から29％へのアップ率の引き下げは，自動車業界・自動車ユーザ
ー団体を中心とした反対運動の成果だったと評価することもできるであろ㌔
　ところで当初予定していた平均50％弱の引き上げ幅を最終的に29％に引き下
げえた秘密は奈辺にあるのであろうか。当初予定された上げ幅50％弱の内訳と
して，①60契約年度に見込まれる平均損害率137％の是正財源として37％，②
59契約年度までの累積赤字4，800億円の解消財源とLて15％（解消予定期問5
年），③保険金額改定にともなう必要財源として12％，合計で69％（以上いず
れも純率についての上げ幅）。これを累積運用益（20％相当）を用いて圧縮し・
最終的に49％のアヅプが必要とされた由であるが，それがどのように変更され
て平均29％のアップ率におちついたのであろうか。われわれが最初に気付くの
は，①死亡・後遺障害1級の保険金額は当初の予定どおり20％前後・正確には
25％ずつ引き上げられたのに対Lて，その他の後遺障害については，答申の線
に沿って，前掲の注⑰に見るとおり，軽度のものほど引き上げ幅カミ逓減された
結果，平均では約12，5％のアップ率にとどまったこし②傷害の保険金額も現
行の120万円に据えおかれた結果，アップ率は0％となったこし③杜費の上
げ幅も平均で19．3％とされ，また代理店手数料の上げ幅も8．3％と，比較的低
い水準にとどまったことである。これらの要素が料率の上げ幅の圧縮に一部貢
献したことは明らかであろう。
　他方，新聞報道に表れたところを見ると，アップ幅の圧縮をもたらした要因
として以下の諸点が指摘されている。匡oすなわち，①限度額（保険金額）改定で
2等級以下を段階的に逓減し，かつ，むち打ち症などの14等級は据え置いたこ
と，②累積赤字の償却期間を7年問に延長Lたこと（当初は5年間での償却を
予定していた），③将来の支払単価増などのためのアァンド（1，0μ億円）を切
り捨てたこと，④損保会杜の経費の改定幅を圧縮したこと，などである。この
うち，④の「将来の支払単価増などのためのファンド」を計上しなかったこと
については，今後の交通安全対策や医療費の適正化に対する取り組みを考慮し
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たものとのことなので，かりにこれらの対策が期待どおりに進まない場合には，
再び収支悪化を招くのも早いとみられている。則われわれには正確な数字が与
えられていないので確かなことは分らないが，以上に紹介した諸要素が，先に
触れた累積運用益（約6，570億円）の活用とともに，今回の値上げ幅圧縮の要
因であったと推定して大遇なかろう。
注⑲　ちなみに，前掲注（3）に掲げた昭58・2・21目付のサソケイ新聞記事では，自賠責
　　の値上げ幅を「30劣」と予測していた。
　⑳　昭59・12‘17日刊自動車新聞記事『実効あげた反対運動・自賠責引き上げ大幅圧
　　縮で決着』参照。
　⑳　同上。
　そのほか新聞報道によると，上げ幅圧縮の過程について，以下のことを知り
うる。すなわち，①当初（S．59・10・22）予定していた純保険料の上げ幅49
％を，そのまま営業保険料にあてはめると契約老の負担が重くなりすぎると判
断Lた結果，損害保険会杜の手数料などの上げ幅を圧縮することにより営業保
険料の上げ幅を平均でr41劣」にしたいとの案を，大蔵省自ら59年11月29日開
催の自賠責審に説明している。幽②次いで大蔵省は，同年12月13日午前の自民
党交運部会に対し平均「32％」の引き上げ案を提示したが，同部会からはまだ
高過ぎるとの異論が出され，結局保険料引き上げ幅をr30％未満に圧縮する」
との条件つきで決定を部会長に一任することで合意した。陶③翌12月14日，政
府・自民党は自賠責保険料の平均アップ率をr29．0％」とすることを決め，同
日開催された自賠責保険審議会に車種別営業保険料改定の大蔵原案を提示し，
了承を得た。幽
注⑳　昭59・11・30日経朝刊記事『41％引き上げ方針』。
　⑳　昭59・12・14日経朝刊記事『自賠責上げ29％程度』。
　⑳　昭59・12・15目刊自動車新聞記事『自賠責引上げ幅29％を決定』。なお同記事に
　　よると，自民党の「自動車議員連盟」は，自賠責保険料の平均引き上げ率が29．O％
　　になったことに一応の言乎価を与え，今後はr付帯事項」となっている①交通安全対
　　策と②医療費の適正化対策に注目し，早急な対応策を促していく方針を決めた，と
　　ある。
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　これを要するに，当初の値上げ予定幅49．0％（純率べ一ス）は，まず41％
（営業保険料べ一ス）に変えられ，ついで32％アップ案となり，最後に29．O％
案となって定着したということのようである。いずれにしても，この最終案に
落ちつくまでの上げ幅をめぐる攻防はすさまじいもので，現代の政治ドラマの
一端を見る思いである。
6－214級と傷害の保険金額の据えおき
6－2－114級の据えおき
今回の答申では後遺障害のうち14級に対する保険金額カミ現行の75万円に据え
おかれた。これは後遺障害に対する自賠責保険金支払件数に占めるいわゆる
rムチ打ち症」の異常な多さが原因といえる。この点をいま少し具体的に述べ
ると，表一15に見るとおり，1982（昭和57）年度では14級が全体の53．13％1
同12級が23．78％と，この両考で全支払件数の3／4以上（76－91％）を占める
が，14級でもっとも多いのがr局部に神経症状を残すもの」で昭和57年度では
14級全体の79％を占め，他方，12級でもr局部に頑固な神経症状を残すもの」
がもっとも多くて，昭和57年度で36％を占める。しかも，それら「局部に神経
症状（または頑固な神経症状）を残すもの」のうちの97％がムチ打ち症だとい
うのであるから犬変である（後遺障害全体の49％に相当する）。
　ところで「ムチ打ち症」とは，車に乗車中に追突・衝突などをうけたときに
頭部に働く慣性によって頸部に生じる損傷のことで・具体的には頸部捻挫・外
傷性頸部症候群，頭頸腕症侯群とも呼ぱれ，症状としては頸痛・頂部痛・頸部
の運動制限といった各種の神経症状をおこす。ムチ打ち症の問題点は他覚症状
が少なく，自覚的愁訴が多いために，被害考側の主張をくつがえすのが困難な
点で，症状が被害者の精神神経症といった単なる心因性のものなのか，本当に
苦痛を伴う神経障害なのかを見極めることが難しい点である。しかも現在の医
学水準では，被害者側の主張する自覚的愁訴の訴えが真実であるか否かを見極
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表一15 白賠責保険における後遺障害等級別分布（％）
年度比較 第1級第2級第3級第4級第5級第6級第7級第8級第9級第10級第11級
ユ971
　　　55，449
O，85　　　　　　　　0．61
O．10　　　　　　　　0．56
O，76 4，72　　　　　　　　5，92　　　　　　　　3．95
1，14　　　　　　　　　3，65　　　　　　　　　4，61
1972
50，664
1，06　　　　　　　　　0．70
O．12　　　　　　　　0，58
O．81 5，01　　　　　　　　5，86　　　　　　　　4．06
1，39　　　　　　　　　3，90　　　　　　　　　4．98
1973
45，092
1，18　　　　　　　　0．77
O．09　　　　　　　　0．61
O．94 5，45　　　　　　　　5，58　　　　　　　　4．37
工．51　　　　　　　　3，91　　　　　　　　5．07
1974
39，580
1，36　　　　　　　　　0．85
O．16　　　　　　　　0．66
1．OO 5，13　　　　　　　　5，55　　　　　　　　4．75
1，52　　　　　　　　4，13　　　　　　　　5．27
1975
37，435
1，42　　　　　　　　0，87
O．15　　　　　　　　0．59
O．84 4，69　　　　　　　　5，61　　　　　　　　4．89
1，42　　　　　　　　3，82　　　　　　　　5．40
1976
38．262
1，30　　　　　　　　0．87
O．14　　　　　　　　0．53
O．89 4，37　　　　　　　4，79　　　　　　　5．08
1，26　　　　　　　　3，70　　　　　　　4．71
1977
　　　40，403
1，11　　　　　　　　0．81
O，14　　　　　　　　0．54
0．99 3，92　　　　　　　　4，64　　　　　　　　5．10
1，11　　　　　　　　　3，44　　　　　　　　　4．71
1978
40，618
O．93　　　　　　　　0．67
O．10　　　　　　　　0．36
O．86　　　　　　　　3，27　　　　　　　4．03
1，08　　　　　　　　3，03　　　　　　　　4．53
5．28
1979
45．075
O．92　　　　　　　　0．68
O．09　　　　　　　　0．37
O．85 3，19　　　　　　　　3，86　　　　　　　　5．29
O．92　　　　　　　　2，88　　　　　　　　4．22
1980
47，999
O．89　　　　　　　　0．60
O．09　　　　　　　　0，33
O．90 2，83　　　　　　　　3，49　　　　　　　　5．46
O．82　　　　　　　　2，73　　　　　　　　3．94
1981
51，369
O．91　　　　　　　　0．58
O．07　　　　　　　　0．33
O，86　　　　　　　　2，69　　　　　　　　3．49
O．86　　　　　　　　2，71　　　　　　　　3．76
5．30
1982
59，551
O．93　　　　　　　　0，46
O．11　　　　　　　　0．27
O．89　　　　　　　　2，76　　　　　　　　3．10
0，76　　　　　　　　2，52　　　　　　　　3，86
5．11
第12級
30．65
30．16
30．36
28．92
28．08
27，26
26．46
26，63
25．93
25．48
24．34
23．78
第13級
　1．79
1．69
1．75
2，09
2，11
2．39
2．55
2．33
2．22
2．29
2．27
2，30
第一14級
40．68
39．68
38．41
38．61
40，11
42．70
44．48
46．90
48．59
50，08
51183
53．13
一Mト
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めるに足る診断器具を欠くために，医師としては被害考の主張に従わざるを得
ず，そこにr詐病』の多発という欧米には見られない異常現象発生の原因があ
る。しかも，被害者がこの自覚的愁訴に成功して14級と認定されれぱ，少なく
とも自賠責の保険金額は確保できるというのであるから大いに問題で，今回の
答申で14級については保険金額が完全に据えおかれ，また14級についでムチ打
ち症が多いとされる12級についても保険金額の引き上げ幅が3．8％（8万円）
の小幅にとどまったのは，以上の事情からしてやむをえなかったことと評価で
きるであろう。
　6－2－2傷害保険金額の据えおき
　この傷害保険金額の据えおき問題については，今から11年以上も前の昭和48
年に発表した拙稿中㈲で述べていることが，現在でもほぼそのまま通用すると
考えられるので，不適切な数字のみ現行のものに改めるだげで，以下では旧文
から必要な箇所を抜く形で私の主張を紹介することにしたい。
　　r（1）傷害保険金額が改定されるためには，その前提として，自動車事故の被害者に対
する医療費の単価の適正化と，医師の診療内容に対する適切なチニヅクがなされなげれ
ぱならず，これを伴わない単なる傷害保険金額のみの引き上げは，いたずらに一部の悪
徳医師のみを利する結果となる。しかるに今日まで，上記の医療費に対する単価の適正
化も，医師の診療内容に対する適切かつ有効なチェックも，ともにできないままである。
　（2）いま一つ言われていることは，遇去のデータをもとに考察した場合，負傷者のうち
の約80％㈱の者の治療費は現行の保険金額である120万円吻の範囲内にあり，したがっ
て現行の傷害保険金額120万円㈲でも，負傷者の大部分について充分な救済がなされて
いる，というのである。
　そこでまず第1の点から検討すると，この自暗責における医療費適正化の間題は，自
賠責の収支が大幅な赤字となることが判明した去る昭和44年頃とくに問題とされ，当時
犬蔵省により自賠責収支改善策の第一歩としてとり上げられたことがある。そのときの
資料によると，いまの制度では，被害者が医者に支払うべき治療費を医者が被害者に代
って㈱保険会杜に請求しているが，それが法律に定める眼度内であれぱ，医者の講求金
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額をほぼそのまま認めているのが現状で，このために治療費はふくらみがちで，損保業
界の調べでは過去3年間（昭和41～43年）に34％もあがったという。そこで大蔵省とし
ては，健保が実施している点数割度のようなものを作り，治療費の算定にある程度の基
準を設げて，治療費がむやみに増加するのをチニックしたい考えだという。
　しかしその点数制度も今日まで，医師会の協力がえられず，実施されぬままである。
他方，医師の診療内容に対するチニック，これも健保などにおいてさえ，その赤字解消
策の第一歩としてかねがね実施が叫ぱれながら，未だ抜本的改善の手が打たれないまま
であるから，まして自賠責についてこれを実施しえないのは，むしろ当然といえるのか
もしれない。
　しかしながら，これら本来行なわれるべきことが種々の理由で実施できず，したカミっ
て現状での自賠責の傷害保険金額の増額改定が結果として一部の悪徳医師を利すること
がありうるとLても，そのことのLわ寄せを自動車事故の被害者に負わせることはまっ
たくの筋違いであろう。それゆえ自賠責についても，大蔵，運輸，厚生など政府諸機関
と日本医師会との協力をえて，一目も早く医療費単価の適正化と，乱診・舌L療に対する
抜本的な改善策を実施できるよう，今後も格段の努力を続げる必要のあることはもちろ
んであるが，自賠責の傷害保険金額を増額すべきか否かの問題は，そのこととは別個の
問題として考察されなげれぱたらない。傷害保険金額の増額が一部の悪徳医師をいっそ
う増長させ，ために自賠責の収支が悪化するという懸念は，懸念とLてはもっともであ
るとLても，そのことのゆえに傷害保険金の支払い限度額が現行のままで据え置かれる
べきだというのであれぱ，それはまったく筋違いの結論だといわざるをえない。それぼ
難事を弱者の犠牲において克服する以外の何物でもない。
　次に負傷者のうちの80％㈱近くの老の治療費は現行の隈度額120万円餉の範囲内に納
まっているゆえに，現行の保険金額120万円酬のままでも，左程の問題はないとの主張
について。
　上の主張が事実とすれぱ，それは大変に結構なことである。しかしそれがたとえ事実
であるとしても，依然として自動車事故の犠牲者のうちの20％㈲近い考の治療費が現
行の保険金額では完全にカバーされていないことも，また事実として残る。しかも約20
％鶴という数字を近年における自動車事故による負傷老の年間総数約65万人唐Oに擦けて
126
　　　　　　　　　　昭和59年自賠責保険審議会答刺こついて　　　　　　　　127
みると，その数は1年問で約13万人という膨大な数であることが分る。つまりこれら13
万人程の者は，自賠責の傷害保険金額を超える治療費を，最悪の場合（つまり，加害者
より賠償として敢り立てえない場合，または上積みの任意保険から回蚊できない場合触）
には，自己負担することを余儀なくされる人々であり，特にそのような高額な治療費の
負担は，死亡とか重大な後遺障害を伴うような重傷患者に集中するであろうことを思う
と，事は益々重大である。何故ならこれらの老が加害者より十分な賠償をえられぬとき
は，これらの重傷患者のうけるべき後遺障害保険金や，死亡の場合には遺族のうけるべ
き死亡保険金の一部が治療費に振りむげられることとなり，結果として死亡保険金なり，
後遣障害保険金がそれだげ減額されることになるからである。』
注⑳　鈴木辰紀「自賠責保険の保＝険金額の引上げについて」（日交研シリーズA－8・昭
　　和48年）拙薯『損害保険研究』（成文堂・昭和52年）第7章に再録。引用文は上掲
　　書PP．144～146からo
　⑳　原文では「80％ないし85％」。
　㈲　原文では「50万円」。
　鯛　原文では，「被害老が医老に支払った治療費を保険会杜に請求……」となってい
　　るが，本文の方が真実を正確に表現しているといえるので・このように訂正した。
　⑳　原文では「15％ないし20％」。
　帥　昭和58年の負傷者概数65万人を用いた。
　帥　このアソダーライソの部分は，本稿で新たに追加したもの。
　＊　なお，この治療費適正化間題については，本文に書いたこと以外に考えるところ
　　あり，近日中にその点を別稿にて発表する予定である。
　6－3保険金額引き上げ無用論について
　6－3－1背景
　今回の自賠責保険料率引き上げ間題に関違Lてわれわれの注目を引いた問題
点の一つが，この自賠責保険金額引き上げ無用論であり，なかにはこの問題に
からんで，自賠責保険そのものの無用を主張する極論さえ散見された。圃今回
の自賠責保険金額引き上げ無用論ぱ，かくすれぱ自賠責保険料率の引き上げ幅
を少しでも圧縮できるとの願望から主とLて打ち出されたものであるが，その
ほかに損保業界などのいう引き上げ反対論の背景には，自賠責の保険金額が引
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き上げられるとその分上積みの任意対人賠賃保険が下から侵食され，それだけ
マーケヅトが狭くなるという，業界にとっての積年の難間があるためなのであ
る。鵠このように，今回の料率引き上げ問題にからんで浮上した「自賠責保険
金額改定無用論」の背景にも二面あり，一は料率の上げ幅を少しでも小さいも
のにLたいとの願望にもとづく自動車関連業界側のものと，いま一つは自賠責
の上積み保険である任意対人保険のシェアーへの自賠責からの侵蝕をなんとか
避けたいと願う損保業界側のものとであった。本項ではこの問題につき，二・
三私見を述べて本稿を閉じることとしたい。
　6－3－2　自賠責と任意対人は異質のもの
　上述のr自賠責保険金額改定無用論」の有力な論拠とされたのが，自賠責の
上積み保険である任意保険の80劣近い普及率である。つまり上積みの任意保険
が80％程度も普及していることを考えれぱ，交通事故被害者の救済はかなりの
程度充実しているといえるのであり，したがってなにもこの時期に自賠責の保
険金額2，000万円を引き上げなくても，人命尊重・被害老救済に欠げるところ
はないというのがその論旨であった。㈱しかし，この点については以下のよう
な反論が直ちに思い浮かぶ。その第1は，自賠責と上積みである任意保険の質
的な違いで，いまその点を列挙すれぱ，両者は以下の諸点で大きく異なる。す
なわち，（1）過失相殺，②親族間事故，③年齢条件違反，⑭）加害者不明・無保険
車，（5）その他の義務違反。
　以下これらにつき簡潔に解説すると，（1）の過失相殺に関しては，自賠責は交
通事故被害者とその遺族の迅速・確実な救済を旨とする自賠法の趣旨に沿って，
被害者側の過失を原則として間題にしない運営がなされてきている闘結果，通
常であれぱ50劣を蓬かに超える事案闘において間題となるはずの過失相殺が不
問とされるため，一方において保険金の迅遠な支払い餉が確保されるとともに，
他方において過失相殺を理由とする保険金減額の発生阻止という，いずれも被
害考救済上理想的と言える運営実態となっている。これに対して，自賠責の上
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積み保険である任意の対人賠償保険では，被害者側の過失の有無と程度は裁判
基準に沿って厳正に適用される結果，保険金の迅速・確実な支払い，および，
支払われる保険金の額の点で，その給付内容は自賠責に蓬かに劣るものとなら
ざるをえない。これを要するに，同じ対人賠償保険といっても，下積みの自賠
責と上積みの任意保険とは，その実際の運用面を見れぱ両者は異質のものと称
Lて遇言でなく，したがって被害者とその遺族の迅速・確実な救済という面か
らいえぱ，上積みの任意保険が80％近い普及度にあるということだげで，自賠
責保険金額の引き上げ無用論を唱えることは，木を見て森を見ざる妄言と称L
てよいであろう。
　そのほカ㍉上積みの任意保険におげる親族間事故の不担保，21歳または26歳
未満不担保，その他もろもろの義務違反（例えぱ，告知義務違反，各種の通知
義務違反，保険料の支払遅滞など）にもとづく不てん補等，多くの保険金不払
事由が存在することを考えると，上述の感慨はいっそうの真実味を帯びる。任
意保険不加入車が現在でも900万台近く存在する（4，500万台x20％）というこ
と，交通事故の45％は29歳未満のドライバーによりひきおこされていること，
若年者に任意保険未加入老が少なくないことなどを考え合せると，強制保険で
ある自賠責の果すべき使命は現在も決して減じていない，というのが私の結論
である。鯛
注鉤　石原俊日本自動車工業会長の談として次のような記事が新聞紙（59・12・14朝日
　　朝刊記事『アップ幅は30％未満，自賠責の保険料で方針』）上に紹介されてい飢
　　す次わち，「『外国ではこのような強制的な保険はあまり例がない。車に一律に付け
　　るなんておかしい。かねてからこんなバカな保険はない・民間に移すぺきだと不満
　　を持っている』と述べ，保険料の引き上げとともに保険そのもののあり方まで批判
　　Lた」と。
　鶴　この点の詳細こついては，鈴木辰紀『損害保険研究』（前掲）第7章および第8
　　章参照。
　鈎　昭59・11・14日刊自動章新聞『News論点』参照。
　鯛　自賭責で遇失相殺（被害老側の過失を理由とする減額）が問題となるのは，被害
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　老側に70％を超える重大な遇失カミある場合に隈られ，その滅額率は傷害20％，死
　亡・後遺障害は過失の程度に応じ20％，30％，50％であるカミ，このような減額対象
　事案の自賠責保険請求受付件数全体に占める割合はO．8％前後で，1％に満たない
　　（53年度O．73％，54年度0．78％，55年度0．87％，56年度O．85％，57年度0．89％）
　一自動車保険料率算定会『自動車保険の概況（昭和57年度）』P・25。
的上掲書P．57の第23図によると，判決事件では41．1％の事案で遇失相殺が認めら
　れている。したがって，実際の対人賠償事件において過失相殺が争われる事案が占
　める割合は，当然のことながら，これより遥かに多い。
吻　「事故発生から調査事務所受付までの所要目数」は6ヵ月を超えるものが43．7％
　を占めているカミ，「調査事務所受付から調査完了までの所要日数」は1ヵ月以内に処
　理を完了したものが92．3％，3ヵ月以内までが99．4％であるという一上掲書p．
　37。これを要するに，事故から講求までにはかなりの目時を要する事案が少なくな
　いが，請求が受理されてから支払に至るまでの期問はほとんどが1ヵ月以内で，こ
　れにより自賠責保険金の支払いがいかに早いかが察知される。このような迅遠な支
　払が可能なのは，矧こ述ぺた被害老側の過失を原貝凹として問題としないことに由来
　することは，見易い道理であろう。逆にいうと，遇失相殺を厳格に適用せんとする
　任意保険には，迅速な支払いを期待することは極めて難しいということであ飢
鯛　対人賭償保険における死亡事故の場合の賠償額分布を見ても，2，000万円を超え
　るものが昭和57年度で67．2％に達している（自動車保険料率算定会・前掲書p．52）。
　　ということは今から2年以上前の段階ですでに，自賠責の保険金額（2，000万円）内
　に納ったものの割合は僅かの32，8％にすぎなかったということで，Lかもこの数字
　　（この数字を一般に「自賠責のヵバー率」と呼ぶ）は現在一段と下っているであろ
　　うことが当然に予想される。このカバー率の低さもまた，上積みである任意対人保
　険の普及率80％未満と並んで，自賠責保険金額改定必要論の重要な根拠となりうる
　　ものである。ただし，上に挙げた金額はすべて過失相殺前の数値である点，注意を
　要する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上本文終わり）
（ご参考）
　　　自動車損害賠償責任保険審議会答申（昭和59年12月19日）
まえがぎ
　自動車損害賠償責任保険（以下「責任保険」という。）の現状は，給付内容の改善と
近年における交通事故の増加等により，膨犬な赤字をかかえるに至っており，責任保険
制度の健全かつ安定的な運営のためには，早急な収支の改善が必要となっている。
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　本審議会は，本年10月22日に諮間を受げて以来8回にわたり慎重な審議を重ねてきた
ところであるが，責任保険の収支改善等のためには，後記のような方策が必要であると
の結論に達した。
　更に，責任保険制度の健全化は，本来，責任保険の範囲を超える問題である交通安全
対策全般に大きく依存していることが，審議の過程で各委員からたびたび指摘されたと
ころである。本審議会とLては，政府に対して，交通安全対策を更に拡充・強化L，交
通事故の防止に最大隈の努力を傾注するよう特に要望するものである。
　なお，長期的な責任保険鵠度のあり方については，本制度が自動車事故の被害者の保
護に果たLている役割等を勘案しつつ，長期的な課題として今後とも検討を続けていく
必要がある。
1．保険金額の改定
　死亡及び後遺障害1級の保険金額については，前回改定時（昭和53年7月）以降にお
ける賃金・物価水準の動向等を勘案し，現行の2，000万円から2，500万円に引き上げる
のが適当である。ただし，軽度の神経系統の障害が大部分を占める後遺障害14級の保険
金額は，これらの後遺障害の認定に関する対策が要請されている事情も勘案し，現行の
75万円に据え置くとともに，2級から13級の保険金額については，各級の保＝険金額の均
衡等を考慮し，1級の保険金額の引上げ率（25％）より引上げ率を抑えることとし・そ
の引上げ率は2級以下順次逓減したものとする。
　傷害の保＝険金額については，医療費支払の適正化が強く求められている現状等にかん
がみ，現行の120万円に据え置くのが適当である。
　なお，上記保1険金額の改定は，保険料率の改定と同時に実施L，保険金額の改定日以
後に発生するすべての事故について適用するのが適当である。
　また，死亡の仮渡金の金額についても，近年におげる賃金・物価水準の動向等にかん
がみ，現行の160万円から200万円に引き上げるのが適当である（傷害の仮渡金につい
ては，現行どおりとする。）。
2．保険料率の改定
　責任保険の収支は，保険料率が昭和44年11月以来約15年間ほぽ据え置かれてきた一方，
この間，賃金・物価水準の上昇や保険金額及び支払基準の改定等により給付内容が大幅
に改善されてきたこと並びに近年交通事故が増加優向にあること等から，昭和53契約年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岬
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度以降赤字となり，赤字幅は拡大傾向にある。昭和59契約年度までの累積収支は・約
4，800億円の膨大た赤字となり，昭和60契約年度単年度においても2，200億円を超える赤
字を生じることが予想される。このよう改責任保険の収支悪化を放置することは，自動
車損害賠償保障法第25条に定めるいわゆるノーロス・ノープロヲィット原員一からも問題
があるものと思われる。Lたがって，保険料率の引上げ等所要の措置を早急に講じる必
要があることは明らかである。
　しかしながら，前記の死亡及び後遺障害の保険金額の引上げの効果を加えれぱ，早急
な保＝険収支改善を前提とした保険料率の引上げは，かなり大幅なものを要することとな
る。
　このため，一般会計に繰り入れられている額を含め，昭和59年度末において自動車損
害賠償責任再保険特別会計保険勘定（以下「自賠特会」という。）及び損害保険会杜（以
下r損保会杜」という。）に留保されている累積運用益の合計（予定額）約6，570億円
（自賠特会分約5，650億円，損保会杜分約920億円）について，その全額を。昭和60契
約年度から昭和64契約年度までの5年間にわたる保険収支の改善に充当L，保険料率の
引上げ幅の圧縮に活用するのが適当である。
　更に，責任保険の契約老の保険料負担の急激な増加を緩和する必要があること並びに
後記のように医療費支払及び後遺障害の認定に関する問題が指摘されていること等を勘
案するとともに，交通事故防止対策が一層強化されることを期待して，上記のように累
積運用益を全額活用したうえでの今回の保険料率の引上げ幅は平均約29％とすることが
適当である。これにより，保険料率を別表のとおり改定し，昭和60年4月15日から実施
するべきであるo
　また，自動車損害賠償責任共済の掛金率の改定について，農林水産大臣から同意を求
められた場合には，別表と同一の改定であれぱこれに同意してさしっかえない。
3．責任保険制度の改善
　責任保険制度の改善については，過去の答申に見られるように本審議会において種々
の提案が行われているところである。これらの提案のうち，医療費支払の適正化の問題
以外については，既に実施済であること，あるいは，検討の結果実施困難であることが
事務局より報告されている。
　なお，メリヅト・デメリヅト制度の導入については，本審議会においても議論があっ
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たところであるが，昭和45年に創設された死亡事故に係る追加保険料制度のほか百こ，そ
の他のメリット・デメリット制度を導入することは，責任保険契約が車両単位で強制さ
れるものであること等から困難であると考えられる。
　今後は，次の諸点について制度の改善を実施すべきである。
（ユ）医療費支払の適正化
　　一部の医療機関等の医療費講求額が過大であることが指摘され，責任保険の医療費
　支払の適正化が要請されている状況にかんがみ，
　イ．自動車保険料率算定会（以下「自算会」という。）及び損保会杜の医療費調査担
　　当老に対する研修を強化するとともに，担当者数を増加する。
　日、自算会及び日本損害保険揚会（以下「損保協会」という。）において，交通事故
　　医療に関する調査，研究を強化する（特に医療費統計の集積）。
　ハ、自算会及び損保＝協会において，日本医師会の揚力を得つつ，医療費統計等を参考
　　に責任保険についての診療報酬基準案を作成し，医療機関等の医療費請求及び自算
　　会調査事務所等での医療費調査の基準とする。
　二、日本医師会に対して，上記診療報酬基準案による医療費請求が行われるよう各地
　　区医師会への徹底を図ることを依頼する。同時に，自算会調査事務所及び損保協会
　　地方委員会より，各地区医師会に対して基準案により請求を行うことを要請する。
　ホ、診療報酬基準案が全国的に浸透し，定着化した段階で算定基準としての制度化を
　　図る。
等の対策を講じる。
　なお，これらの対策から医療費支払水準を全国的に平準化する効果も得られると考え
られるが，これが長期的には保険金支払の地域間較差の解消に資することも期待される。
（2）後遺障害の認定
　　軽度の神経系統の障害のように他覚的所見の得難いものについては，医学的にもそ
　の認定は非常に困難な問題とされているが，いわゆるむち打ち症を中心に軽度の後遣
　障害が急増している状況にかんがみ，
　イ．自算会及び損保会杜の担当者に対する研惨を強化する。
　　口．再診断制度を積極的に活用する。
　ハ．軽度の神経系統の障害の認定方法開発のための調査研究を推進する。特に，医療
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　　機器による認定の有効性を調査研究し，その有効性が高いと認められた場合には，
　　その導入を積極的に図る。
等の対策を講じる。
（3）その他の保険金支払の適正化
　　医療費の支払及び後遺障害の認定の問題のほか，保険金支払の全般にわたって更に
　一層の適正化に努める。
　　その一環として，保険金の請求に当たり，損保会杜等において，自動車安全運転セ
　ソター等公的機関が発行する交通事故の証明書の添付の励行を周知せしめるとともに，
　これらの証明書が得られない場合には，事故の事実等についての確認を従来以上に確
　実に実施する必要がある。
（4）滞留資金の運用益
　　昭和59年度末に見込まれる自賠特会及び損保会杜の累積運用益の合計（予定額）約
　6，570億円については，前記のとおり保険金額の改定を含む保険料率引上げ幅の圧縮
　に活用することとする。なお，これらの累積運用益を責任保険の蚊支に充当するため，
　将来，手続上の所要の措置を講じる必要がある。
　　今後発生する滞留資金の運用益の使途については，責任保険の収支の動向をも勘案
　L，将来の坂支改善のための財涼として留保しておくことを考慮するとともに，交通
　事故防止対策，救急医療体制の整備，自動車事故被害者救済対策の充実並びに前記の
　医療費支払適正化及び後遺障害認定対策等の責任保険の収支改善や被害老保護の増進
　等に資する施策に効果的に活用することが適当である。
（5）審議会の定顛的開催
　　今後，本審議会は毎年定期的に開催し，事務局より，責任保険の収支状況，医療費
　支払及び後遺障害認定の対策の実施状況その他責任保険制度の当面する諸問題につい
　て報告を受け，これらについて審議を行うこととす私
（注　本稿は，早稲日ヨ大学産業経営研究所からの研究助成の成果の一部である。）
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